
　１．はじめに

　自動車利用者に対する情報案内・誘導は、交通の

円滑化、安全性の向上、環境保全、経済性の向上な

どの視点からきわめて重要なサービスである。

　これまで、わが国で道路案内誘導の主役を担って

きたのは道路案内標識であったが、わが国の案内標

識は欧米に比べてわかりにくいという背景もあって、
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　本研究は、道路案内標識とカーナビおよび両者の関係に関する既存研究を整理するとと

もに、これまで明らかにされていなかった案内標識とカーナビの利用状況を調査し、両者

に期待されている役割と、案内誘導における機能連携について考察した。その結果として、

�案内標識情報をデジタル化し、ルート案内に案内標識情報を表示する、�ルート案内の

利用者が案内標識を現場確認手段として利用できるよう、効果的な案内標識が設置された

交差点を経由する経路を探索する機能をもつ「標識モード」を設ける、などの具体案を提

案した。
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近年ＩＴ技術の進歩とともにカーナビゲーションシ

ステム（以下、カーナビ）が急速に普及しつつある。

こうした現状で道路案内標識もその役割を変えよう

としつつあり、カーナビとの関係について新たな考

察が必要な時期に来ている。

　本研究は、案内標識とカーナビおよび両者の関係

に関する既往研究を整理し、どのような考察が行わ

れてきたかを概観する。次に、これまで明らかにさ

れていなかった道路案内標識とカーナビの利用状況

の調査結果から、道路案内標識とカーナビのそれぞ

れに期待されている役割を明らかにする。最後に、

それらに基づいて、両システムの機能連携について

考察する。

　２．案内標識の問題点と改善の方向性

　２－１　案内標識整備への期待

　道路利用者の意識の中で、案内標識はどのように

捉えられているだろうか。平成７年の総理府調査１）

では、１５項目中１位が「道幅が狭い」で４９．９％であ

り、「案内標識がわかりにくい」は８位で１７％であ

った。平成１３年の調査２）では、高齢ドライバーに対

する配慮という設問に変わっているが、その中では

「わかりやすい案内標識を整備する」が最も高く４８．５

％である。また企業等を対象とした調査３）では、１８

項目中１位が「バイパス・環状道路の整備」で６４．１

％、「わかりやすい道路案内標識の整備」を挙げた

企業は５位で２０％であった。

　このように、案内標識の現状を問題視し改善を求

める利用者の意見は、道路関連項目の中でトップで

はないものの、無視できない大きさであるといえる。

　２－２　案内標識の問題点

　国土交通省の調査４）では、案内標識に関する多く

の利用者意見を整理し、「目標地名のわかりにくさ」

「路線番号が認識できない」「表示内容の連続性、整

合性」「バイパス・重複区間等の表示方法」「交差点

の標示方法」「現在位置に関する情報の不足」「観光

客に対するわかりやすさ」「景観・視環境の問題」「地

図やカーナビとの連携」などに整理・分類し、これ

らを総合的にみると「地名による案内方式の限界」

「体系的案内の欠如」「新たなニーズへの対応の遅れ」

「他の媒体との連携不足」などに集約されるとしてい

る。

　これらのほか、若林ら５）は、市町村合併によって

生じた新市町村名では案内情報としてのきめ細かさ

が失われるため、合併後に字名として残る旧市町村

名は一般地名として今後も案内標識に残すべきであ

るとしている。また満田６）は、そもそも道路案内は

土地不案内の地域を通過する通過交通に対して行う

もので、通過を認める道路に路線番号を付すのが基

本であり、路線番号のない道路は案内の対象ではな

いとの考え方を示している。

　２－３　案内標識体系の改善の方向性

　上記の利用者意見に基づく問題点の把握をふまえ、

平成１６年の提言７）では、

�ユーザー重視で標識を考える

�システム・体系性を充実させる

�標識をマネジメントし、わかりやすい案内を実現

する

という道路案内標識整備の３理念を掲げ、Ａ）自動

車系案内の方向性、Ｂ）歩行者系案内の方向性、Ｃ）

新たな課題への対応、Ｄ）標識のマネジメントの４

分野における今後の案内標識の整備方向について述

べている。

　Ａ）自動車系案内の方向性については、�一般道

路のすべての主要交差点標識に、交差する道路の路

線番号等を表示するなどの「路線番号案内の充実」、

�地名案内表示の乱れの是正やユーザーへの地名選

定ルールの周知などの「地名案内の信頼性向上」、

�主要交差点における交差点名の表示の充実、地域

同定性の確保などの「現在位置の同定性の向上」、

の３項目を挙げている。

　Ｃ）の新たな課題への対応の分野では、他メディ

アとの協力関係の構築を挙げ、「標識で表示してい

る情報をこれらの他メディアに反映し、連動性を高

めていくことがユーザーにとってもわかりやすく、

円滑な移動を支援する視点から極めて有効である」

とし、「他メディアとの連携強化と適切な役割分担、

標識情報のデータベースの構築と共有化」を提案し

ている。本研究ではこの点に注目したい。

　３．カーナビの問題点の特徴と改善の方向性

　カーナビの出荷台数は２００４年度には約３４０万台で

あり、２００５年９月で累計２，０００万台を突破した（国交

省ＨＰデータより概算）。このように、今後普及が進

むことを前提とした上で、案内標識の特徴と対比し

て、現段階におけるカーナビの問題点と改善の方向

性を整理する。

　３－１　現状でのカーナビの問題点

１）初期費用・更新費用の問題

　車載機は運転者が購入しなければならない。初期
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投資の費用は運転者個人には高いうえに、最新機能

を使用しようと思えば、比較的短期間に買換えが必

要となる。また、現状では地図データベースの更新

が保障されているわけではなく、更新できたとして

も有料である。

２）交通安全上の問題

　運転者がカーナビ画面を見る間は、前方注視がお

ろそかになり、交通事故を引き起こす危険がある。

そもそも走行しながら運転者がカーナビ画面を見る

ことは好ましくない。

３）地図データベースの信頼性

　利用する地図データベースの精度によっては、道

路の形状を正確に捉えていないため、地形と異なる

案内をすることがある。特に使用する地図情報が古

くなると、カーナビ画面上で道路でない場所を通行

するなど、道路の現状に合わないルートを案内し、

運転者の不安感を増幅し、信頼が低下する。

４）ルート案内の妥当性

　運転者にとって常識的でない（遠回りの）経路に誘

導されることがある。現地の交通規制を無視した誘

導を行うことがあるため、信頼しすぎると危険なこ

ともある。また、渋滞回避時の抜け道探索などの機

能はカーナビ利用者にとっては有効でも、住宅地区

内の生活道路などの地域内交通のための道路に誘導

してしまう場合もあり、地区交通の管理上の問題が

生じる。

５）交差点等の分岐点での誘導の妥当性

　交差点等の分岐点で、案内標識に運転者が目標と

している地名（中継地名・目的地名）が表示されてい

るにもかかわらず、ルート案内によってそれとは異

なる方向に誘導される場合がある。このような場合、

運転者は大きな心理的ストレスを被る。また、現実

の走行とカーナビの情報提供の時間差によって車線

変更のタイミングを逸することがある。

６）経路学習機会の喪失

　カーナビに頼るとせっかくの走行経験が経路学習

につながらない（運転者の認知地図が広がらない）。

　３－２　改善の方向性

　最近のカーナビ製品は、ハードディスクを搭載し

たものが主流になりつつある。このため、従来に比

べて取り扱える情報量が格段に増加しており、主要

交差点周辺の建物や道路の状況をデータベース化し、

３次元動画で出力できるばかりでなく、画面中に標

識イメージを示して、進むべき方向をそれに重ねて

表示し、さらには画面上で走行すべき車線を指示す

るなどの機能を備えたものまである。またパソコン

と接続し、メーカーのサイトから最新の情報（３Ｄデ

ータ、地図データ、案内検索データなど）をダウン

ロード（有料）できるサービスも開発されている。

　ただし、こうした詳細情報のデータベースやサー

ビスは、メーカー各社が他社との製品開発競争の手

段として、それぞれ独自に収集作成するか、データ

収集を行う企業が提供するサービスである。このた

め詳細情報を提供できる道路個所は機種によって異

なる。

　３－１で述べた問題点のうち、１）については本

研究の対象外としたい。また、２）については音声

案内の強化で部分的な解決は可能であるが、右左折

すべき交差点であるかどうかの位置同定については

音声案内でも十分でないとの指摘８）があり、音声の

みでのナビゲーションが今後可能になるかは明らか

ではない。３）４）５）については、経路探索アル

ゴリズム改良、データの収集体制強化、共通データ

ベース化等の技術の高度化によって，将来的には課

題解決を図ることが可能であると考えられる。４）

で述べた抜け道案内については，地区交通計画の視

点からサービスのあり方を再考する必要がある。交

通規制の問題については、詳細な情報の提供が必要

であり、しかも、交通規制は変更されることが多い

ので、頻繁なデータベースの更新が必要となる。

　以上のように、カーナビの性能は年々向上するも

のの、データ更新、詳細データの取り込み、経路案

内のルール化、交差点位置同定などに問題を残して

いるといえる。

　４．既存研究に見る案内標識とカーナビの将来像

　道路案内標識とカーナビのあるべき関係の将来像

について体系的に研究した例はきわめて少ないが、

学識経験者と関係行政機関からなる懇談会での討議

内容を取りまとめた報告９）が残されている。その要

点を以下�～�に紹介する。

�ＩＴＳ（以下、カーナビと同義）の技術レベルが高水

準に達すると、現在案内標識が果たしている機能

の相当部分を車載機に置き換えることが可能とな

る。しかし、ＩＴＳの技術レベルが最高度に達する

究極期はかなり先であり、現実には移行期間が長

く続くものと思われる。

�道路標識が車載機による伝達に置き換わるための

条件として、「車載機の普及率」と「ＩＴＳの技術

レベル」が考えられる。普及率については低普及
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率期、普及期、高普及率期に分けて考察する必要

がある。ＩＴＳの技術レベルは、その機能、機械性

能および情報の信頼性、地図・位置・時間の精度、

操作性、情報伝達性、全利用者への対応などの要

素でレベルアップされる必要がある。

�低普及率期には、車載機非搭載を前提とした現行

の案内システムを継続することになる。普及期に

は、①自分の経路をわかりやすく案内してほしい

という「個人ニーズへの対応欲求」、②渋滞を避け

る迂回経路案内がほしいという「リアルタイム情

報と連動する経路案内」、③歩行時の案内、などの

案内標識への「ニーズの変化と高度化」が生じる。

さらに普及率が高まると、①車載機で得た予告情

報を現地で確認したいという「確認機能の強化」や、

②自分がどこにいるかを知りたいという「地点案

内の拡充」などの「車載機と補完しあう機能強化

のニーズ」が生じる。すなわち、ＩＴＳによる案内

が主となり、ＩＴＳのカバーしない部分を標識が補

完することになる。

�具体的には、高普及率期におけるＩＴＳと案内標識

の関係は、個人対応が好ましい情報（目的地への

経路案内など）はＩＴＳ、万人に共通な情報（現在

地の案内など）は道路標識のような分担関係に収

束していくと考えられる。

　すなわち、カーナビの技術レベルが成熟するのは

かなり先のことであるが、車載機の普及が進むにつ

れて案内標識主体からカーナビ中心に移行していく。

この間に相互の機能連携が進む。最終的にはカーナ

ビのカバーしない部分を標識で補完する関係に落ち

着いていくとしている。前出の出荷台数から考える

と、現在は、低普及率期を脱し普及期に入った段階

であると考えられ、今後利用者からの多様なニーズ

が生じてくると思われる。

　５．カーナビと案内標識の利用実態

　この章では、実態調査に基づき、カーナビを装備

した自動車を持つ運転者（カーナビ装備者）が、場合

に応じて案内標識とカーナビのルート案内をどのよ

うに使い分けているか、どの程度信頼しているかを

明らかにすることを目的とする。

　５－１　調査の概要

　九州に居住し、自動車運転免許を保有する１５５名

を対象として、平成１５年１１月１日～３０日の間にカー

ナビおよび案内標識の利用実態を調べるためのアン

ケート調査を実施した。調査方法としては、日常運

転に関する経験を問う「経験調査」に加えて、運転

直後に記録してもらう「行動調査」を併用する方法

を採用した。

　経験調査では、多くの項目について尋ねることを

目的として過去の運転を対象とし、記憶に基づいた

回答を求めた。しかし、それらのみでは現実の状況

における運転の条件や行動を正確に把握できない恐

れがあることから、行動調査で記憶が鮮明である実

際の運転の直後に、その運転に関する状況や行動を

記録してもらうこととした。

　調査内容は経験調査と行動調査で多少異なるが、

基本的に、①個人属性、②運転状況・運転環境、③

案内標識の利用状況・利用目的、④カーナビの利用

状況・利用目的、⑤実際の運転ごとの目的地までの

経路確認行動などである。

　調査対象者の個人属性、運転状況などの概略は以
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Table 1　ルート案内の利用非利用に関する数量化Ⅱ類分析結
果

偏相関係数カテゴリースコア利用割合件数カテゴリアイテム

0.30

-0.310.0026生活圏

距離

-0.250.0682市町村内

-0.050.21102近郊

0.430.4861中距離

0.430.6517長距離

0.00
0.000.21263男性

性別
0.000.4025女性

0.25

-0.010.259620代

年齢

0.060.2211130代

-0.490.042640代

-0.050.244250代

0.720.541360代

0.11

0.040.20188ほぼ毎日

運転頻度
-0.150.2442週1、2度

0.050.3148休日のみ

-0.370.3010月2、3回

0.69

-0.470.06216覚えている

道のり 1.070.6444ほぼ覚えている

1.910.9328わからなかった

注）相関比：０．６０。Fig. 1　カーナビ装備状況

装備して 
いる 
24.5%

装備して 
いない 
75.5%

ある 
54.4%

ない 
45.6%

Fig. 2　ルート案内利用経験



下のとおりである。

　性別は、男性７割、女性３割である。年齢は２０歳

代、３０歳代の若年者が多く、全体の７割を占めてい

る。職業は、技術職、事務職、営業職、職業運転手

などが多く、専業主婦や無職者は少ない。居住地区

は九州各県に分布しているが、福岡県と鹿児島県が

大半を占めている。

　自動車の運転頻度は、ほぼ毎日が５７％と過半数を

占め、次に休日のみの２４％、週の平日に１～２度が

１３％と続く。

　５－２　カーナビ装備状況・利用経験

　自家用車へのカーナビの装備状況については、装

備している人が２５％、未装備の人が７５％と、装備者

は１／４に過ぎない（Fig.1）。ルート案内の利用経験に

ついては、自家用車以外にレンタカーなどでの利用

経験を含めると半数を超える運転者が経験している

（Fig.2）。

　５－３　ルート案内の利用・非利用の要因分析

　まず行動調査の結果を用いて、ルート案内の利用・

非利用と個人属性や各運転の特性との関係を分析す

るため、ルート案内の利用・非利用を外的基準とし

た数量化Ⅱ類分析を行った。その結果をTable 1に

示す。相関比は０．６０と比較的よい精度が得られた。

なおこの分析の対象はカーナビ装備者であり、総運

転回数は２８８回、ルート案内を利用した運転は全体

の２３％程度の割合であった。Table 1より、ルート

案内の利用に最も大きな影響を与えている要因とし

て、運転者が経路を覚えているか否かと、運転の距

離があげられる。経路の記憶が曖昧なほど、また目

的地が遠くなるほど、ルート案内が使用される割合

が高くなるという、当然の結果である。そのほかに

も年齢や自動車の運転頻度が少なからず影響してお

り、６０歳代以上になるとルート案内を使用する割合

が高くなる、性別はほとんど影響していないなどの

傾向が見られる。

　５－４　カーナビの利用目的

　経験調査によると、カーナビのルート案内の利用

目的は、Fig.3のように「目的地までの経路を知るた

め」が最も多く、「道に迷ったときのため」「最短距

離の経路を探るため」がこれに続く。　

　５－５　経路の確認方法

　カーナビのルート案内を使用した運転者が、経路

途中と目的地周辺でどのような手段で経路を確認し

たかについて行動調査データを集計した。データ数

は６９であった。ルート案内を利用していることから

道順に自信がない場合の走行であることが推測でき

る。Fig.4は、経路途中での経路確認方法の割合を

示している。大部分が「カーナビの地図で確認」と

「カーナビのルート案内で確認」と答えているが、「案

内標識で確認」も１２％を占めており、ルート案内と

案内標識が併用されている。Fig.5は目的地周辺で

の経路確認方法の割合を示している。経路途中での

確認方法とあまり変わらない。「周りの景色で確認」

が増え、「案内標識で確認」は１２％と変化なく、カ

ーナビの利用割合が７７％から５７％に減少している。
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Fig. 3　カーナビを利用する目的
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Fig. 4　経路途中における経路の確認方法
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Fig. 5　目的地周辺における経路の確認方法



　このようにルート案内を用いる場合においても、

案内標識をはじめとするさまざまな手段を併用して

経路を確認する運転者は少なくない。特に案内標識

がルート案内と併用されている点は注目に値する。

　５－６　事前情報、案内標識とルート案内内容の

相違

　Fig.6は、経験調査でルート案内を利用した人を

対象とし、事前情報とルート案内が異なる場合があ

るかについて尋ねた結果を示している。ルート案内

が、自分が調べた（あるいは知っていた）情報と異な

る場合が「よくある」「ときどきある」を合わせる

と７６％に達している。このことは、出発前に地図等

で調べた経路情報とは異なる経路がルート案内で示

され、多くの運転者がそれを経験していることを表

わしている。

　またFig.7は、同じ対象者に対して、分岐点や交

差点で案内標識の内容とルート案内が異なった場合、

どちらに従うかを尋ねた結果を示している。ここで

「案内内容が異なる」とは、運転者が目標としている

目的地や中継地等の地名が案内標識に表示された方

向と、ルート案内が示す方向とが異なることを意味

する。この設問に対する回答結果をみると、カーナ

ビに従う人は約２割であるのに対し、案内標識に従

う人は約６割に達しており、多くの運転者がルート

案内よりも案内標識を信頼して運転している状況が

読み取れる。

　案内標識に従う人が４３人と、カーナビに従う人の

１４人より多い。そこで、「両者の割合は等しい」を

帰無仮説として、両者の差を２項分布の正規近似法

を用いて統計的に検定した。案内標識に従う人の数

４３の標準正規変数を求めればｚ＝３．８４となり、帰無

仮説は生起確率は０．１％以下のきわめてまれな現象

であることがわかる。すなわち、案内標識に従うと

回答した人の数はカーナビに従うと回答した人の数

よりも有意に大きいといえる。個人属性やカーナビ

の利用頻度などによってこの傾向が異なるかを分析

したが、統計的に有意といえるほどの顕著な傾向は

見られなかった。

　５－７　調査結果のまとめ

　この章では、カーナビのルート案内に着目し、ル

ート案内の利用・非利用の要因分析、カーナビの利

用目的、経路確認の方法、ルート案内の信頼感など

について分析し、以下の点を明らかにした。

�ルート案内の使用に最も大きな影響を与える要因

は、運転者が経路を覚えているか否か、運転の距

離である。そのほかにも年齢や自動車の運転頻度

も少なからず影響しており、６０歳代以上になると

かなりの割合でルート案内を使用するが、性別は

ほとんど影響していない。

�ルート案内の利用目的は「目的地までの経路を知

るため」が最も多く、「道に迷ったときのため」

「最短距離の経路を探るため」がこれに続く。

�ルート案内を用いる場合の経路確認では、経路途

中、目的地周辺を問わず、ルート案内で確認する

運転の場合が最も多いが、案内標識をはじめとす

るさまざまな手段を併用して経路を確認するケー

スは少なくない。中でも案内標識をルート案内と

併用している運転者は少なくない。

�ルート案内と案内標識の情報は食い違うことがあ

り、そうした場合には案内標識を信頼する運転者

のほうがルート案内を信頼する運転者よりも多く、

両者の差は統計的に高度に有意である。

　６．案内標識とカーナビの連携の方向性

　以上考察した結果から、Table 2に案内標識とカ

ーナビの機能連携に向けての具体的方法を整理した。

　６－１　案内標識

　案内標識については、前述のように地名による案

内方式の限界、体系的案内の欠如、他の媒体との連

携不足などの問題点が指摘され、その解決策として、
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ない 
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注）（　）内はデータ数。
Fig. 6　事前情報とルート案内の相違
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Fig. 7　案内標識とルート案内が異なった場合の対応



路線番号案内の充実、地名案内の信頼性向上、現在

位置の同定性の向上、他メディアとの連携強化と適

切な役割分担、標識情報のデータベースの構築と共

有化などの改善の方向が示されている。

　こうした案内標識の機能強化は、おもに案内標識

のみでの移動しやすさを目的としたものであるが、

カーナビ利用者にとってもわかりやすいものとなる

であろう。カーナビとの機能連携の具体的方策とし

ては、案内標識の表示内容のデジタル化とそのデー

タ更新体制の確立などが考えられる。

　６－２　地図

　市販のドライビングマップのすべてに、路線番号、

交差点名、案内標識情報が記載されているとは限ら

ない。そこで、路線番号、交差点名、案内標識の設
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Table 2　案内標識とカーナビの改善および機能連携と利用者の効果

期待される利用者の効果機能連携への
具体的方策残された課題改善の方向性、

将来像現状・問題点、実態
カーナビ利用者カーナビ非利用者

カーナビ非利用者と
同じ

路線番号、交差点名
称などの案内情報の
追加、目標地名選定
の合理化により、標
識による案内体系が
強化され、幹線道路
と目標地間は案内標
識のみでも移動しや
すくなる

案内標識の表示内容
のデジタル化とその
データ更新体制の確
立

幹線道路を中心とし
た道路網と一定の広
がりを持つエリアへ
の案内には対応でき
るが、個々の細かい
案内には対応不可能

・路線番号案内の充
実
・地名案内の信頼性
向上
・現在位置の同定性
の向上
・他メディアとの連
携強化と適切な役
割分担、標識情報
のデータベースの
構築と共有化

・地名による案内方
式の限界
・体系的案内の欠如
・新たなニーズへの
対応の遅れ
・他の媒体との連携
不足
など

案
内
標
識

カーナビ非利用者と
同じ

標識情報（路線番号、
交差点名称、標識設
置箇所・方向別の案内
地名）を記載すること
により、利用者が予
定路線を計画しやす
くなる

案内標識の表示内容
の記載と速やかな更
新

道路状況が変われば、
地図が古くなり、買
替えが必要

ドライビングマップ
には、路線番号、交
差点名、案内標識の
設置交差点、方向別
の案内地名を記載す
る

市販のドライビング
マップのすべてに、
路線番号、交差点名、
案内標識情報が記載
されているとは限ら
ない

地
図

ルート案内機能の標
識モードを選択する
ことにより、目標と
する交差点を経由し
たことを案内標識で
確認でき、経路走行
の不安感が解消でき
る（不一致の場合のと
まどい、一致した場
合の安心感）

・案内標識情報デー
タの装備

・案内標識の表示を
考慮した経路案内
のアルゴリズム開
発
・詳細情報の共通デ
ータ化

・右左折すべき交差
点の位置同定機能
の不十分さ（運転者
の不安の解消）
・経路探索アルゴリ
ズム改良
・データの収集体制
強化
・共通データベース
化
・誘導ルールの確立
・詳細な情報の提供
・頻繁で安価なデー
タベースの更新

・処理情報量の増加
・３次元動画で出力
・画面中に標識イメ
ージの導入
・画面上で走行すべ
き車線を指示
・パソコンを介した
最新情報の更新

・費用がかかる
・交通安全上の問題
・地図データベース
の信頼性
・交差点等分岐点で
の誘導の妥当性
・ルート案内の妥当
性
・経路学習機会の喪
失

カ
ー
ナ
ビ

・従来のカーナビ機
能に、デジタル化
された共通の標識
情報を用いた案内
標識情報を表示す
る

・ルート案内機能に
標識モードを設け、
効果的な案内標識
が設置（表示）され
た交差点を経由す
る経路誘導機能を
選択可能にする
・ルート案内を利用
する運転者が目標
交差点・分岐点に到
着した場合に案内
標識で確認するこ
とができるよう、
案内標識をルート
案内の現場確認手
段に位置づける

車載機の普及が進む
につれて案内標識主
体からカーナビ中心
に移行。この間に相
互の機能連携が進む。
最終的にはカーナビ
のカバーしない部分
を標識で補完する関
係に落ち着く

ルート案内を用いる
場合の経路確認では、
経路途中、目的地周
辺を問わず、案内標
識はルート案内と併
用されている。ルー
ト案内と案内標識の
情報が異なった場合
には、ルート案内よ
りも案内標識が信頼
されている

標
識
と
カ
ー
ナ
ビ
の
機
能
連
携



置交差点、方向別の案内地名を記載する。これらの

標識情報を記載することにより、利用者が予定経路

を計画しやすくなる。

　６－３　カーナビ

　カーナビは大変便利であるが問題も少なくない。

案内標識との機能連携では、地図データベースの信

頼性、ルート案内の妥当性、交差点等の分岐点での

誘導の妥当性などが挙げられる。これらに関する改

善の方向性として、地図データベースの更新、画面

上で案内標識や走行すべき車線の表示機能の拡充と、

案内標識情報データの装備、案内標識の表示を考慮

した経路案内アルゴリズムの開発、詳細情報の共通

データ化、などが考えられる。

　ルート案内機能の「標識モード」を選択すること

により、目標とする交差点を経由したことを案内標

識で確認でき、経路走行の不安感が解消（不一致の

場合のとまどい、一致した場合の満足感）できる効

果が考えられる。

　６－４　案内標識とカーナビの機能連携

　利用実態をみると、ルート案内を用いる場合にも

案内標識は併用されている。また、ルート案内と案

内標識の情報が異なった場合には、ルート案内より

も案内標識が信頼されている。現状では案内標識に

信頼を置く運転者が多い。一方で、将来の両者の関

係はカーナビの普及が進むにつれて案内標識主体か

らカーナビ中心に移行し、この間に相互の機能連携

が進むが、最終的にはカーナビのカバーできない部

分を標識で補完する関係に落ち着くと考えられる。

　両者の分担関係を、カーナビ利用者と非利用者に

分けて考えると、次のようになろう。

１）カーナビ未装備者

　カーナビを装備していない自動車は当分の間存在

し、これを対象とした案内は標識によらなければな

らない。この場合、案内標識は地域間を迷わずに移

動できるように案内することを目的として幹線道路

上に設置され、この目的が「保障」されるよう案内

標識体系が整備されるものとする。運転者は、この

「保障」の存在を知り、「案内標識に従えば、必ずそ

の地域（エリア）に到達できる」と確信し、案内標識

の使い方を学ぶ。

　カーナビ未装備者に対する地域内の案内について

は、交差点名の表示（地図への記載を前提とする）に

よる位置同定機能の強化とともに、地域内の施設案

内標識等の充実で対応することになろう。

２）カーナビ装備者

　カーナビ装備者はルート案内を利用するものと考

える。ルート案内は案内標識ではカバーしきれない

地域内の街路における案内が可能である。ルート案

内利用者に対して、案内標識は地域間の幹線道路で

のルート案内の確認の役割を果たす。ルート案内に

全幅の信頼を置いている運転者は別として、利用実

態で明らかになったように、多くの運転者が案内標

識を信頼している現状では、この確認機能は運転者

の不安解消にとって重要である。確認の一環として、

運転者の眼前に見えている案内標識の情報（文字）を

ルート案内が音声で伝えることで、利用者の安心感

が高まると考えられる。音声による伝達においても

「右折」「左折」などだけでは安心感は得られない。

標識で案内されている地名と方向をルート案内でも

画面・音声で案内することで、利用者の安心感は増

大する。

　こうしたことから、従来のカーナビ機能に、デジ

タル化された標識情報を用いた案内標識情報を表示

する、ルート案内機能に「標識モード」を新設し、

効果的な案内標識が設置（表示）された交差点を経由

する経路誘導機能を選択可能にするなどが効果的で

ある。さらに、ルート案内を利用する運転者が目標

交差点・分岐点に到着した場合に、案内標識で確認

することができるよう、案内標識をルート案内の現

場確認手段に位置づけるなどの機能連携の方向性が

考えられる。

　７．結論と今後の課題

　本研究は、案内標識とカーナビおよび両者の関係

に関する既往研究を整理するとともに、運転者の道

路案内標識とカーナビの利用状況を調査し、道路案

内標識とカーナビのそれぞれに期待されている役割

を明らかにした。それらに基づいて、最後に両シス

テムの案内誘導における機能連携について考察した。

　�案内標識については、ユーザー重視、システム・

体系性の充実、標識のマネジメントという理念を掲

げ、案内標識整備の提言が行われており、その中で

路線番号案内の充実、地名案内の信頼性向上、交差

点名の導入による現在位置の同定性の向上、他メデ

ィアとの連携強化と適切な役割分担、標識情報のデ

ータベースの構築と共有化が提案されている。

　�カーナビについては、費用がかかる、交通安全

上の問題、地図データベースの信頼性、ルート案内

の妥当性、交差点等の分岐点での誘導の妥当性、経

路学習機会の喪失などの問題点を抱えている。これ
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に対し、データの更新や詳細情報の導入の試みも行

われているが、その程度はメーカー（機種）によって

まちまちである上に費用がかかる。

　�案内標識とカーナビの将来像については、車載

機の普及が進むにつれて案内標識主体からカーナビ

中心に移行する。その過程で相互の機能連携が進み、

最終的にはカーナビのカバーしない部分を標識で補

完する関係に落ち着いていくと考えられている。

　�案内標識とカーナビの利用実態については、ル

ート案内を用いる場合、案内標識をはじめとするさ

まざまな手段を併用して経路を確認するケースは多

く、またルート案内と案内標識の情報が食い違う場

合には、案内標識を信頼する運転者のほうがルート

案内を信頼する運転者よりも多いことが明らかにな

った。

　�これらのことから、従来のカーナビ機能にデジ

タル化された標識情報を用いた案内標識情報を表示

する、ルート案内機能に「標識モード」を設け、効

果的な案内標識が設置（表示）された交差点を経由す

る経路誘導機能を選択可能にする、ルート案内を利

用する運転者が目標交差点・分岐点に到着した場合

に案内標識で確認することができるよう、案内標識

をルート案内の現場確認手段に位置づけるなどの機

能連携の方向性を示した。

　今後は、機能連携のためデータ収集体制や提案し

た「標識モード」における経路探索のアルゴリズム

について研究していく予定である。
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